９月度スポット原稿サンプル（自由にアレンジを）
消費税廃止各界連絡会
　ご通行中の皆さん、私たちは消費税廃止各界連絡会です。いま街頭で、消費税増税に反対する宣伝・署名をおこなっています。しばらくの間ご協力をお願いします。

民主党の代表選挙で再選された菅首相は、「社会保障と財源は、消費税を含めた一体的議論が必要だ」として、消費税増税に向けた議論を本格的にすすめようとしています。また、大企業の法人税減税を盛り込んだ「新成長戦略」を推進する決意も表明しました。
これに呼応するように、日本経団連は、来年度税制への提言を発表し、消費税の10％への一刻も早い引き上げと法人税の引き下げを改めて要求しました。
　民主党政権と財界は、参議院選挙での消費税率引き上げ反対という国民の審判を無視して、あくまでも消費税の増税を推進する構えです。

　いまこそ、地域の隅々から、消費税増税反対の声を国会に届けようではありませんか。そのための署名にご協力をお願いします。

　ご通行中のみなさん、周辺にお住まいのみなさん

　消費税という税金は、所得の低い人ほど負担が重い最悪の不公平税制です。
　いま、非正規雇用の比率は３割を超え、３人に１人が低賃金で不安定な労働を強いられています。そのことは年収２００万円以下のサラリーマンの割合が23％に達していることにも表れています。中小企業は赤字法人の割合が６割を超えて過去最悪となり、倒産件数も激増しています。こうした中で、国民や中小企業に、さらなる激痛を与えようとしているのが今回の増税計画です。

　みなさん、民主党や財界が提案しているように、消費税率が10％にもなれば、景気が低迷し、国民が苦難にあえぐ中で、１世帯４人家族で年間16万円もの負担増になります。

1997年、自民党の橋本内閣が強行した消費税の５％への増税と医療費の値上げは、回復しつつあった景気に冷や水を浴びせて、大型倒産を引き起こすなど深刻な不況をつくり出しました。今回は、家計所得が減少するなど、景気回復に目処が立たないなかでの増税計画であり、実施が強行されれば、その破壊的影響は計り知れないものがあります。
　ご通行中のみなさん、財政を再建し、社会保障を充実させるためには、私たちは、２つの対策が大切だと考えています。１つは、雇用と所得を確保し、国民が本当に豊かになったと実感することのできる「国民の暮らし優先の経済成長戦略」の推進です。たとえば、不安定雇用をなくすなど、人間らしい雇用のルールをつくることや大企業と中小企業の公正な取引ルールの確立、農林水産業の再生などの実行です。そうすれば、国民の暮らしが豊かになるとともに、財政面でいえば、新たな税収増をはかることができます。
もう一つは、年間５兆円もの軍事費の大幅削減や大都市圏の環状道路建設など大型開発の無駄を削ること、そして、下げすぎた法人税や所得税の最高税率をもとに戻し、株の利益や配当を優遇する証券優遇税制の見直すことなど、歳出歳入の改革をおこなうことです。
こうした対策を本気で実行すれば、消費税に頼ることなく、財政を健全化し、社会保障を充実させることができます。

　こうした提案もして、消費税増税に反対している各界連の署名にご協力をお願いします。
(1,117字)
